
① 東日本大震災における甚大な被害に鑑み、従来の防災行政の在り方について見直し、

首都直下地震・南海トラフ巨大地震や豪雨による被害その他想定される大規模自然災

害から国民の生命、身体及び財産を保護

② ソフト対策：自助・共助・公助の調和を保った組合せによる地域防災力の向上

③ ハード対策：既存の社会資本の有効活用等による費用の縮減、アセットマネジメン

ト、地球環境の保全・歴史文化等との調和

④ 女性、高齢者、子ども、障害者等の視点を重視

社会資本等の安全性の実情を明らかにし、防災・減災体制再構築推進基本計画の策定・

施策の企画立案に必要な資料を得るために行う科学的・総合的な点検

○実施計画（防災・減災総点検の目標、点検対象物、実施期間等）、準則

○防災・減災総点検のための点検（国、地方公共団体、公益的事業を営む者等）

○防災・減災体制再構築推進基本計画（防災・減災体制再構築推進施策の基本的方針、政府が総合的かつ

集中的に講ずべき施策等）→おおむね 10 年の間に集中的に、特に必要性が高い施策を優先的に講じる

○資金の確保（建設国債の発行、償還のために必要な財源を確保した上で新たな公債の発行、民間資金の活用）

○都道府県防災・減災体制再構築推進計画、市町村防災・減災体制再構築推進計画

○国の援助（地方公共団体に対し、経費の補助、地方債償還費の交付税措置、資金の確保等）

○防災・減災体制再構築推進本部：基本計画案の作成・実施の推進・実施の状況の検証、関係行

政機関が実施する施策の総合調整等（本部長：内閣総理大臣、副本部長：官房長官・担当大臣）

○危機管理庁：設置に必要な措置について検討し、可能な限り早い時期に、別途、設置法を制定

国の施策

①学校教育等における防災教育の充実等

②広域的・総合的な防災訓練の推進

③災害応急対策等に関する人材の育成・確保

④消防団・水防団の強化、自主防災組織の充実等

⑤業務継続計画等の整備の支援

⑥被災者支援情報システムの整備・情報通信手段

の確保等

⑦消防バイクの配備の促進

⑧帰宅困難者のための物資の備蓄等

⑨防災・減災上の配慮を要する者のための避難路

の整備、要員・物資の確保等

⑩交通途絶のおそれのある地域の物資の備蓄等

⑪家庭における自主的な防災・減災のための取組

の支援

⑫観測・測量の強化、調査研究の推進等

⑬海外からの支援を緊急・円滑に受け入れるための

外国政府等との連携体制の整備等

⑭緊急医療提供体制の充実・災害時多目的船等に

おける医療の提供等、福祉サービスの維持

⑮人員・物資の輸送の確保のための交通網の整備

⑯津波避難施設等の整備・住居等の移転の促進

⑰砂防設備等の整備

⑱電気・ガス供給施設等の改修、共同溝等の整備

⑲電源の多様化､エネルギー供給施設の分散配置等

⑳建築物等の耐震改修

㉑密集市街地における建築物等の整備 

㉒地盤の液状化による被害の防止又は軽減 

㉓有形の文化財の保護 

㉔国の統治機能・都市機能の維持 

地方公共団体の施策 → 国の施策に準じた施策、地域の状況に応じた施策を講じる

施行期日（公布日から３月以内で政令で定める日）、関係法令、計画等についての速やかな法制上等の措置

基本理念

防災・減災体制再構築推進基本計画等

基本的施策

防災・減災体制再構築推進本部、危機管理庁の設置に関する基本方針

防災・減災総点検

防災・減災体制再構築推進基本法案の概要


